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平成２３年１２月２２日判決言渡 同日原本交付 裁判所書記官 

平成●●年（○○）第●●号 差押処分取消、国家賠償等請求控訴事件（原審・熊

本地方裁判所平成●●年（○○）第●●号） 

口頭弁論終結日 平成２３年１１月２２日 

 

判    決 

控訴人（選定当事者）  Ｘ 

（選定者は別紙選定者自録記載のとおり） 

被控訴人        国 

被控訴人        Ｙ１ 

被控訴人        Ｙ２ 

被控訴人        Ｙ３ 

 

主    文 

１ 原判決中の控訴人（選定当事者）の別紙不動産目録記載の不動産について

Ｂの持分に対する差押え処分の敢消しを求める請求に関する部分を取り消す。 

同部分に関する訴えを却下する。 

２ 控訴人（選定当事者）のその余の請求に関する控訴をいずれも棄却する。 

３ 訴訟費用は、１、２審とも控訴人（選定当事者）の負担とする。 

 

事 実 及 び 理 由 

第１ 当事者の求めた裁判 

１ 控訴の趣旨 

（１）原判決を取り消す。 

（２）被控訴人国は、別紙不動産目録記載の各不動産（以下「本件不動産」とい

う。）についてのＢ（以下「Ｂ」という。）の持分に対する差押え処分（以
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下「本件差押え処分」という。）を取り消せ。 

（３）被控訴人らは、連帯して、控訴人（選定当事者）及び選定者Ａ（以下、こ

の両名を「控訴人ら」という。）に対し、それぞれ１００万円及びこれに対

する平成２２年６月３０日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払

え。 

（４）訴訟費用は１、２審とも被控訴人らの負担とする。 

２ 控訴の趣旨に対する答弁 

（被控訴人国） 

（１）被控訴人国に対する控訴をいずれも棄却する。 

（２）控訴費用のうち、控訴人（選定当事者）と被控訴人国との間に生じた部分

は控訴人（選定当事者）の負担とする。 

（披控訴人Ｙ１） 

（１）控訴の趣旨（３）項に係る被控訴人Ｙ１に対する控訴を棄却する。 

（２）控訴費用のうち、控訴人（選定当事者）と被控訴人Ｙ１との間に生じた部

分は控訴人（選定当事者）の負担とする。 

（被控訴人Ｙ２） 

（１）控訴の趣旨（３）項に係る被控訴人Ｙ２に対する控訴を棄却する。 

（２）控訴費用のうち、控訴人（選定当事者）と被控訴人Ｙ２との間に生じた部

分は控訴人（選定当事者）の負担とする。 

（被控訴人Ｙ３） 

（１）控訴の趣旨（３）項に係る被控訴人Ｙ３に対する控訴を棄却する。 

（２）控訴費用のうち、控訴人（選定当事者）と被控訴人Ｙ３との間に生じた部

分は控訴人（選定当事者）の負担とする。 

第２ 事案の概要 

事案の械要は、次のとおり補正するほかは、原判決の「第２ 事案の概要」

欄に記載（２頁１１行目から４頁１５行目まで）のとおりであるから、これ
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を引用する。 

１ 原判決３頁初行の「３」を「２」と改める。 

２ 同３頁初行の次に改行して次のとおり加える。 

「（１）本件差押え処分についての原告適格の存否 

（控訴人の主張） 

原審で争われておらず、被控訴人が主張していなかった原告適格の存否

について、控訴審で判断することは民事訴訟法２条等に違反する。 

仮にそういえないとしても、控訴人らは、相続税法３４条の規定する連

帯納税義務者であり、同法３７条１項の「納税者」として督促の対象者に

なることなどからすれば、原告適格を有する。 

（被控訴人国の主張） 

本件差押え処分に係る取消訴訟について、控訴人らには、行政事件訴訟

法９条が規定する原告適格を欠く。」 

３ 同３頁２行目の「（１）」を「（２）」と改め、同頁１１行目の「被告らは、」

の次に「平成２１年９月２４日ころまでには、Ｂが２００万円の簡易保険を有

していることを知りながら、」を、同頁１３行目の「５７条」の次に「並びに

国税徴収法１条及び５１条」をそれぞれ加える。 

４ 同３頁１３行目の次に改行して次のとおり加える。 

「 控訴人らは、相続税法３４条の規定する連帯納税義務者であり、同法３

７条１項の「納税者」として督促の対象者になる。したがって、被控訴人

らは、国税徴収法５４条により、本件差押え処分時に、差押謄本を控訴人

らに交付して通知しなければならないにもかかわらず、これをしなかった

違法がある。」 

５ 同３貰１４行目の「民法」の次に「１条３項、」を加え、同頁２０行目の「（２）」

を「（３）」と改める。 

第３ 当裁判所の判断 
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当裁判所の認定判断は、次のとおり補正するほかは、原判決の「第３ 当裁

判所の判断」欄に記載（４頁１７行目から５頁１２行目まで）のとおりである

から、とれを引用する。 

１ 原判決４頁１６行目の次に改行して次にとおり加える。 

「１ 争点（１）（本件差押え処分についての原告適格の存否）について 

控訴人は、原審で争われておらず、被控訴人が主張していなかった原告

適格の存否について、控訴審で判断することは民事訴訟法２条等に違反す

る旨を主張する。しかし、当事者適格の存否は、職権調査にかかる訴訟要

件の存否の問題であるから、当事者の主張の有無にかかわらず判断しなけ

ればならないし、また、その判断は、事実審口頭弁論終結時を基準として

行われるものであるから、控訴人の上記主張は理由がない。 

そして、行政事併訴訟法９条は、取消訴訟の原告適格を規定するが、河

条１項にいう当該処分の取消しを求めるにつき「法律上の利益を有する者」

とは、当該処分により自己の権利若しくは法律上保護された利益を侵害さ

れ、又は必然的に侵害されるおそれのある者をいうところ、本件差押え処

分はＢの持分に対するものであるから、控訴人らの権利若しくは法律上保

護された利益を侵害され、又は必然的に侵害されるおそれがあるとはいえ

ない。もっとも、当該処分を定めた行政法規が、不特定多数者の具体的利

益を専ら一般的公益の中に吸収解消させるにとどめず、それが帰属する

個々人の個別的利益としてもこれを保護すべきものとする趣旨を含むと解

される場合には、このような利益もここにいう法律上保護された利益に当

たり、当該処分によりこれを侵害され又は必然的に侵害されるおそれのあ

る者は、当該処分の取消訴訟における原告適格を有するものというべきで

あるが、本件において、控訴人らがＢとの間で、相続税法３４条に規定す

る連帯納税義務者の関係にあり、同法３７条１項の「納税者」として督促

の対象者になることや控訴人らが本件不動産をＢと共有していることを考



 

 5 

慮しても、本件差押え処分はＢの持分を対象とするものであり、控訴人ら

の権利、法律上保護された利益を侵害するものではなく、控訴人らが原告

適格を有するというに足りる上記のような事情も認めることができない。 

したがって、控訴人らには、本件差押え処分の取消しを求める原告適格

はない。」 

２ 同４頁１７行目を「２ 争点（２）（本件差押え処分の違法性）について」

と、同頁２０行目の「違法性を生じさせる」を「違法行為に当たる」とそれぞ

れ改める。 

３ 同４頁末行の「財産があるとしても、」の次に「いかなる財産を差し押さえ

るかについては、徴収職員の合理的裁量に委ねられており、」を加え、５頁２

行目の「半年」を「１年」と改め、同頁２・３行目の「経過しながらその」の

次に「一部しか」を加える。 

４ 同５ページ４行目の「みることはできない。」の次に「そして、控訴人らが

相続税法３４条の規定する連帯納税義務者であり、同法３７条１項の「納税者」

として督促の対象者になるとしても、上記の点に変わりはないし、また、本件

仮差押え処分についての通知等がないことが違法ということもできない。」を

加える。 

５ 同５頁６行目を削除し、同頁７行目を「３ 争点（３）（損害賠償請訣の当

否）について」と、同頁１３行目冒頭の「３」を「４」とそれぞれ改める。 

第４ 結論 

以上によれば、控訴人（選定当事者）の本件請求のうち、損害賠償（選定当

事者Ｘ及び選定者Ａそれぞれに対する１００万円及び遅延損害金の各支払請

求）の部分は理由がないから、これを棄却した原判決は相当であるが、本件差

押え処分の取消しを求める部分は控訴人らに原告適格がないから却下すべきと

ころ、これと異なりこれを棄却した部分は失当であるから、原判決中の上記部

分を取り消し、この部分の訴えを却下し、その余の部分に関する控訴をいずれ
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も棄却することとして、主文のとおり判決する。 

 

福岡高等裁判所第３民事部 

裁判長裁判官  犬飼眞二 

裁判官  青木 売 

裁判官  石原直弥 
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（別紙） 

選定者目録 

Ｘ 

Ａ 


